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１ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条

例（平成24年神奈川県条例第39号）新旧対照表 

改    正 現    行 

 別表     別表   

 

特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所の

所在地 

神奈川県県

税条例第10

条第２項の

期間 

  
特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所の

所在地 

神奈川県県

税条例第10

条第２項の

期間 

 

（削除）   

  

特定非営利活動
法人ゆい 

茅ケ崎市浜須賀
４番４号 

平 成 27 年
１ 月 １ 日
か ら 令 和
２ 年 12 月
31日まで 

 

（削除）   

  

ＮＰＯ法人かな
がわ311ネット
ワーク 

横浜市神奈川区
大口仲町194番
地９横浜妙蓮寺
シ テ ィ ハ ウ ス
107号 

平 成 27 年
１ 月 １ 日
か ら 令 和
２ 年 12 月
31日まで 

 （略）     （略）   

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人かな
がわ311ネット
ワーク 

横浜市神奈川区
大口仲町194番
地９横浜妙蓮寺
シ テ ィ ハ ウ ス
107号 

令 和 ３ 年
１ 月 １ 日
か ら 令 和
７ 年 12 月
31日まで 

  

（新規）   
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２ 神奈川県固定資産評価審議会条例（昭和37年神奈川県条例第39号）新旧対照表 

改    正 現    行 

（組織等） （組織等） 

第２条 （略） 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が

欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

３ （略） 

第２条 （略） 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が

欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

３ （略） 
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３ 事務処理の特例に関する条例（平成11年神奈川県条例第41号）新旧対照表 

改    正 現    行 

第１条～第３条 (略) 第１条～第３条 (略) 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 １～12 (略) (略)   １～12 (略) (略) 

13 大気汚染防止法（昭和43年

法律第97号。以下この項にお

いて「法」という。）に基づ

く次の事務（大気汚染防止法

施行令（昭和43年政令第329

号）第13条第１項及び附則第

５項において政令市の長が行

うこととされている事務にあ

っては、工場に係る事務に限

る。） 

⑴～⑸ (略) 

⑹ 法第10条第２項（法第17

条の13第１項、法第18条の

13第１項及び法第18条の36

第１項において準用する場

合を含む。）の規定によ

り、法第10条第１項の期間

（法第17条の13第１項にお

いて準用する場合にあって

は法第17条の９の期間、法

第18条の13第１項において

準用する場合にあっては法

第18条の９の期間、法第18

条の36第１項において準用

する場合にあっては法第18

条の32の期間）を短縮する

こと。 

⑺ 法第11条（法第17条の13

第２項、法第18条の13第２

項及び法第18条の36第２項

において準用する場合を含

む。）の規定により、氏名

等の変更及びばい煙発生施

設等の使用の廃止の届出を

受理すること。 

⑻ 法第12条第３項（法第17

条の13第２項、法第18条の

13第２項及び法第18条の36

平塚市及び藤

沢 市 （ 左 欄

⑺、⑻及び⒃

から⒆までに

掲 げ る 事 務

（⑺及び⑻に

掲げる事務に

あっては、一

般粉じん発生

施設に係るも

のに限る。）

並びに左欄(36)

のうち⑺、⑻

及び⒃から⒆

までに掲げる

事務に関する

もの（⑺及び

⑻に掲げる事

務に関するも

の に あ っ て

は、一般粉じ

ん発生施設に

係るものに限

る。）にあっ

ては、藤沢市

に限る。） 

13 大気汚染防止法（昭和43年

法律第97号。以下この項にお

いて「法」という。）に基づ

く次の事務（大気汚染防止法

施行令（昭和43年政令第329

号）第13条第１項及び附則第

５項において政令市の長が行

うこととされている事務にあ

っては、工場に係る事務に限

る。） 

⑴～⑸ (略)  

⑹ 法第10条第２項（法第17

条の13第１項、法第18条の

13第１項及び法第18条の31

第１項において準用する場

合を含む。）の規定によ

り、法第10条第１項の期間

（法第17条の13第１項にお

いて準用する場合にあって

は法第17条の９の期間、法

第18条の13第１項において

準用する場合にあっては法

第18条の９の期間、法第18

条の31第１項において準用

する場合にあっては法第18

条の27の期間）を短縮する

こと。 

⑺ 法第11条（法第17条の13

第２項、法第18条の13第２

項及び法第18条の31第２項

において準用する場合を含

む。）の規定により、氏名

等の変更及びばい煙発生施

設等の使用の廃止の届出を

受理すること。 

⑻ 法第12条第３項（法第17

条の13第２項、法第18条の

13第２項及び法第18条の31

平塚市及び藤

沢市（左欄⒃

から⒆まで及

び左欄(35)のう

ち     

      

      

      

      

      

      

      

      

  ⒃から⒆

までに掲げる

事務に関する

もの    

      

      

      

      

      

      

   にあっ

ては、藤沢市

に限る。） 
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改    正 現    行 

第２項において準用する場

合を含む。）の規定によ

り、地位の承継の届出を受

理すること。 

⑼～(24) (略)  

(25) 法第18条の17第１項の規

定により、届出対象特定工

事の発注者等からの届出を

受理すること。 

(26) 法第18条の17第２項の規

定により、届出対象特定工

事の発注者等からの届出を

受理すること。 

(27) 法第18条の18第１項の規

定により、特定粉じん排出

等作業について法第18条の

19各号に掲げる措置を当該

各号に定める方法により行

うことを命ずること。 

(28) 法第18条の18第２項の規

定により、特定粉じん排出

等作業の方法に関する計画

の変更を命ずること。 

(29) 法第18条の21の規定によ

り、特定粉じん排出等作業

について作業基準に従うべ

きことを命じ、及び当該特

定粉じん排出等作業の一時

停止を命ずること。 

(30) 法第18条の28第１項の規

定により、水銀排出施設の

設置の届出を受理するこ

と。 

(31) 法第18条の29第１項の規

定により、水銀排出施設と

なった際現にその施設を設

置している者等からの届出

を受理すること。 

(32) 法第18条の30第１項の規

定により、水銀排出施設の

構造等の変更の届出を受理

すること。 

第２項において準用する場

合を含む。）の規定によ

り、地位の承継の届出を受

理すること。 

⑼～(24) (略)  

(25) 法第18条の15第１項の規

定により、       特定工

事の発注者等からの届出を

受理すること。 

(26) 法第18条の15第２項の規

定により、       特定工

事の発注者等からの届出を

受理すること。 

（新規） 

 

 

 

 

 

(27) 法第18条の16   の規

定により、特定粉じん排出

等作業の方法に関する計画

の変更を命ずること。 

(28) 法第18条の19の規定によ

り、特定粉じん排出等作業

について作業基準に従うべ

きことを命じ、及び当該特

定粉じん排出等作業の一時

停止を命ずること。 

(29) 法第18条の23第１項の規

定により、水銀排出施設の

設置の届出を受理するこ

と。 

(30) 法第18条の24第１項の規

定により、水銀排出施設と

なった際現にその施設を設

置している者等からの届出

を受理すること。 

(31) 法第18条の25第１項の規

定により、水銀排出施設の

構造等の変更の届出を受理

すること。 
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改    正 現    行 

(33) 法第18条の31の規定によ

り、水銀排出施設の構造及

び使用の方法並びに水銀等

の処理の方法に関する計画

の変更並びに水銀排出施設

の設置に関する計画の廃止

を命ずること。 

(34) 法第18条の34第１項の規

定により、水銀排出施設の

構造及び使用の方法並びに

水銀等の処理の方法の改善

並びに水銀排出施設の使用

の一時停止その他水銀等の

大気中への排出を減少させ

るための措置をとるべきこ

とを勧告すること。 

(35) 法第18条の34第２項の規

定により、同条第１項の規

定による勧告を受けた者に

対し、その勧告に係る措置

をとるべきことを命ずるこ

と。 

(36) 法第26条第１項の規定に

より、(１)から(35)までに掲げ

る事務に関し、必要な事項

の報告を求め、及び職員に

工場等に立ち入り、ばい煙

発生施設等を検査させるこ

と。 

(37)～(39) (略) 

(32) 法第18条の26の規定によ

り、水銀排出施設の構造及

び使用の方法並びに水銀等

の処理の方法に関する計画

の変更並びに水銀排出施設

の設置に関する計画の廃止

を命ずること。 

(33) 法第18条の29第１項の規

定により、水銀排出施設の

構造及び使用の方法並びに

水銀等の処理の方法の改善

並びに水銀排出施設の使用

の一時停止その他水銀等の

大気中への排出を減少させ

るための措置をとるべきこ

とを勧告すること。 

(34) 法第18条の29第２項の規

定により、同条第１項の規

定による勧告を受けた者に

対し、その勧告に係る措置

をとるべきことを命ずるこ

と。 

(35) 法第26条第１項の規定に

より、(１)から(34)までに掲げ

る事務に関し、必要な事項

の報告を求め、及び職員に

工場 に立ち入り、ばい煙

発生施設等を検査させるこ

と。 

(36)～(38)  (略) 

13の２～99 (略) (略) 13の２～99 (略) (略) 

100 削除  100 魚介類行商等に関する条

例（昭和41年神奈川県条例第

42号。以下この項において

「条例」という。）及び条例

の施行のための規則に基づく

次の事務 

⑴ 条例第３条第１項の規定

により、営業を許可するこ

と。 

⑵ 条例第６条第２項の規定

により、地位の承継の届出

横浜市、川崎

市 、 相 模 原

市 、 横 須 賀

市、藤沢市及

び茅ケ崎市 
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改    正 現    行 

を受理すること。 

⑶ 条例第７条第１項の規定

により、営業区域又は１日

当たりの取扱数量の変更を

承認すること。 

⑷ 条例第７条第２項の規定

により、取扱品目又は１日

当たりの取扱数量の変更を

承認すること。 

⑸ 条例第８条の規定によ

り、氏名等の変更の届出を

受理すること。 

⑹ 条例第９条の規定によ

り、営業の休廃止等の届出

を受理すること。 

⑺ 条例第11条の規定によ

り、必要な措置を講ずるよ

う指示をすること。 

⑻ 条例第12条の規定によ

り、営業の許可を取り消

し、及び営業の停止を命ず

ること。 

⑼ ⑴から⑻までに掲げるも

ののほか条例の施行に係る

事務のうち、規則に基づく

事務で別に規則で定めるも

の 

101～160 (略) (略) 101～160 (略) (略) 
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４ 神奈川県統計調査条例（平成20年神奈川県条例第54号）新旧対照表 

改   正 現   行 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ （略） 

⑵ 県統計調査 実施機関が統計の作成を目

的として個人又は法人その他の団体に対し

事実の報告を求めることにより行う調査を

いう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア・イ （略） 

  ウ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２

条第９項第１号に規定する第一号法定受

託事務として行うもの及び国の行政機関

（統計法第２条第１項に規定する行政機

関をいう。第10条第１項第１号において同

じ。）その他の者から委託を受けて行うも

の 

 ⑶ （略） 

 
（報告義務） 

第４条 （略） 

２ 前項の規定により報告を求められた個人又

は法人その他の団体は、これを拒み、又は虚

偽の報告をしてはならない。 

３ 第１項の規定により報告を求められた個人

が、未成年者（営業に関し成年者と同一の行為

能力を有する者を除く。）又は成年被後見人で

ある場合においては、その法定代理人が本人に

代わって報告する義務を負う。 

 
（立入検査等） 

第６条 実施機関は、県指定統計調査の正確な報

告を求めるため必要があると認めるときは、当

該県指定統計調査の報告を求められた個人又

は法人その他の団体に対し、その報告に関し資

料の提出を求め、又は当該実施機関の統計調査

員その他の職員に、必要な場所に立ち入り、帳

簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関

係者に質問させることができる。 

２・３ （略） 

 
（結果の公表） 

第８条 実施機関は、県指定統計調査の結果を作

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 ⑴ （略） 

⑵ 県統計調査 実施機関が統計の作成を目

的として個人又は法人その他の団体に対し

事実の報告を求めることにより行う調査を

いう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア・イ （略） 

  ウ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２

条第９項第１号に規定する第一号法定受

託事務として行うもの及び国の行政機関

（統計法第２条第１項に規定する行政機

関をいう。第10条     において同

じ。）その他の者から委託を受けて行うも

の 

⑶ （略） 

 
（報告義務） 

第４条 （略） 

２ 前項の規定により報告を求められた者   

         は、これを拒み、又は虚 

偽の報告をしてはならない。 

３ 第１項の規定により報告を求められた者が 

 、未成年者（営業に関し成年者と同一の行為

能力を有する者を除く。）又は成年被後見人で

ある場合においては、その法定代理人が本人に

代わって報告する義務を負う。 

 
（立入検査等） 

第６条 実施機関は、県指定統計調査の正確な報

告を求めるため必要があると認めるときは、当

該県指定統計調査の報告を求められた者に対

し           、その報告に関し資

料の提出を求め、又は当該実施機関の統計調査

員その他の職員に、必要な場所に立ち入り、帳

簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関

係者に質問させることができる。 

２・３ （略） 

 
（結果の公表） 

第８条 実施機関は、県指定統計調査の結果を作
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成したときは、速やかに、当該県指定統計調査

の結果を インターネットの利用その他の適切

な方法により公表しなければならない。 

２・３ （略） 

 
（調査票情報の二次利用） 

第９条 実施機関は、次に掲げる場合には、その

行った県統計調査に係る調査票情報（統計法第

２条第11項に規定する調査票情報をいう。以下

同じ。）を  実施機関の内部又は相互間で利用

することができる。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 県統計調査その他の統計を作成するため

の調査に係る名簿を作成する場合 

 
（調査票情報の提供） 

第10条 実施機関は、次に掲げる者が      

      統計の作成等又は統計調査（統計

法第２条第５項に規定する統計調査をいう。） 

その他の統計を作成するための調査に係る名

簿の作成を行う場合には、これらの者からの求 

めに応じ、その行った県統計調査に係る調査票

情報を これらの者に提供することができる。 

 ⑴ 国の行政機関又は他の地方公共団体 

 ⑵ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103

号）第２条第１項に規定する独立行政法人又

は地方独立行政法人法（平成15年法律第118

号）第２条第１項に規定する地方独立行政法

人 

 ⑶ 国立大学法人法（平成15年法律第112号）

第２条第１項に規定する国立大学法人又は

同条第３項に規定する大学共同利用機関法

人 

２ 実施機関は、前項各号に掲げる者が行う統計

の作成等と同等の公益性を有する統計の作成

等として次に掲げるものを行う者からの求め

に応じ、その行った県統計調査に係る調査票情

報を当該者に提供することができる。 

 ⑴ 実施機関が、前項各号に掲げる者以外の者

に委託し、又はこれらの者以外の者と共同し

て行う調査研究に係る統計の作成等であっ

て、調査票情報を適正に管理するために必要

な措置が講じられているもの 

 ⑵ その実施に要する費用の全部又は一部を

成したときは、速やかに、当該県指定統計調査

の結果を、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表しなければならない。 

２・３ （略） 

 
（調査票情報の二次利用） 

第９条 実施機関は、次に掲げる場合には、その

行った県統計調査に係る調査票情報（統計法第

２条第11項に規定する調査票情報をいう。以下

同じ。）を、実施機関の内部又は相互間で利用

することができる。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 統計         を作成するため

の調査に係る名簿を作成する場合 

 
（調査票情報の提供） 

第10条 実施機関は、国の行政機関又は他の地方

公共団体が、統計の作成等又は統計を       

                     
       作成するための調査に係る名

簿の作成を行う場合には          

    、その行った県統計調査に係る調査票

情報を、これらの者に提供することができる。

（新規） 

（新規） 

 

 

 

 
（新規） 

 

 

 
（新規） 
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実施機関が公募の方法により補助する調査

研究に係る統計の作成等であって、調査票情

報を適正に管理するために必要な措置が講

じられているもの 

 ⑶ 実施機関が、その政策の企画、立案、実施

又は評価に有用であると認める統計の作成

等であって、調査票情報を適正に管理するた

めに必要な措置が講じられているもの 

３ 前項各号に掲げる統計の作成等を行う者は、

次の各号のいずれにも該当しない者とする。 

 ⑴ この条例若しくは神奈川県個人情報保護

条例（平成２年神奈川県条例第６号）又は統

計法、個人情報の保護に関する法律（平成15

年法律第57号）、行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律（平成15年法律第58

号）若しくは独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成15年法律第

59号）若しくはこれらの法律に基づく命令の

規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日から起算して５年を経過しない

者 

 ⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第77号）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下この号において

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなく

なった日から５年を経過しない者（第４号に

おいて「暴力団員等」という。） 

 ⑶ 法人その他の団体で代表者又は管理人の

定めがあるものであって、その役員のうちに

前２号のいずれかに該当する者があるもの 

 ⑷ 暴力団員等がその事業活動を支配する者

又は暴力団員等をその業務に従事させ、若し

くは当該業務の補助者として使用するおそ

れのある者 

 ⑸ 前各号に掲げる者のほか、調査票情報を利

用して不適切な行為をしたことがあるか又

は関係法令の規定に反した等の理由により

調査票情報を提供することが不適切である

と実施機関が認めた者 

４ 実施機関は、第２項の規定により調査票情報

を提供したときは、次に掲げる事項をインター

ネットの利用その他の適切な方法により公表

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 
（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（新規） 
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⑴ 調査票情報の提供を受けた者の氏名又は

名称 

⑵ 提供した調査票情報に係る県統計調査の

名称 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定

める事項 

５ 第２項の規定により調査票情報の提供を受

けた者は、当該調査票情報を利用して統計の作

成等を行ったときは、遅滞なく、作成した統計

又は行った統計的研究の成果を当該調査票情

報を提供した実施機関に提出しなければなら

ない。 

６ 実施機関は、前項の規定により統計又は統計

的研究の成果が提出されたときは、次に掲げる

事項をインターネットの利用その他の適切な

方法により公表するものとする。 

⑴ 第４項第１号及び第２号に掲げる事項 

⑵ 提出された統計若しくは統計的研究の成

果又はその概要 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定

める事項 

 
（調査票情報の提供を受けた者による適正な管

理） 

第11条 前条第１項又は第２項の規定により調

査票情報の提供を受けた者は、当該調査票情報

を適正に管理するために必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 前項の規定は、前条第１項又は第２項の規定

により調査票情報の提供を受けた者から当該

調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務を受託し

た者について準用する。 

 
（調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等） 

第12条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定め

る業務に関して知り得た個人又は法人その他

の団体の秘密を漏らしてはならない。 

⑴ 第10条第１項又は第２項の規定により調

査票情報の提供を受けた者であって、当該調

査票情報の取扱いに従事する者又は従事し

ていた者 当該調査票情報を取り扱う業務 

⑵ 第10条第１項又は第２項の規定により調

査票情報の提供を受けた者から当該調査票

 

 

 

 

 

 
（新規） 

 

 

 

 

 
（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（調査票情報の提供を受けた者による適正な管

理） 

第11条 前条        の規定により調

査票情報の提供を受けた者は、当該調査票情報

を適正に管理するために必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 前項の規定は、前条        の規定

により調査票情報の提供を受けた者から当該

調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務を受託し

た者について準用する。 

 
（調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等） 

第12条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定め

る業務に関して知り得た個人又は法人その他

の団体の秘密を漏らしてはならない。 

⑴ 第10条        の規定により調

査票情報の提供を受けた者であって、当該調

査票情報の取扱いに従事する者又は従事し

ていた者 当該調査票情報を取り扱う業務 

⑵ 第10条        の規定により調

査票情報の提供を受けた者から当該調査票
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情報の取扱いに関する業務の委託を受けた

者その他の当該委託に係る業務に従事する

者又は従事していた者 当該委託に係る業

務 

２ 第10条第１項若しくは第２項の規定により

調査票情報の提供を受けた者又は当該     

               者から当該

調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務に従事す

る者若しくは従事していた者は、当該調査票情

報をその提供を受けた目的以外の目的のため

に自ら利用し、又は提供してはならない。 

 
第16条 第12条第１項各号に掲げる者が、その

取扱いに係る調査票情報を 自己又は第三者

の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用し

たときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰

金に処する。 

 
第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、６

月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条に規定する県指定統計調査の報告

を求められた個人又は法人その他の団体の

報告を妨げた者 

⑵ （略） 

 
第18条 次の各号のいずれかに該当する者は、

50万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条の規定に違反して、県指定統計調査

の報告を拒み、又は虚偽の報告をした個人又

は法人その他の団体（法人その他の団体にあ

っては、その役職員又は構成員として当該行

為をした者） 

⑵ （略） 

情報の取扱いに関する業務の委託を受けた

者その他の当該委託に係る業務に従事する

者又は従事していた者 当該委託に係る業

務 

２ 第10条          の規定により

調査票情報の提供を受けた者又は同条の規定

により調査票情報の提供を受けた者から当該

調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受

けた者その他の当該委託に係る業務に従事す

る者若しくは従事していた者は、当該調査票情

報をその提供を受けた目的以外の目的のため

に自ら利用し、又は提供してはならない。 

 
第16条 第12条第１項各号に掲げる者が、その

取扱いに係る調査票情報を、自己又は第三者の

不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用した

ときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金

に処する。 

 
第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、６

月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

⑴ 第４条に規定する県指定統計調査の報告

を求められた者の            

報告を妨げた者 

⑵ （略） 

 
第18条 次の各号のいずれかに該当する者は、

50万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条の規定に違反して、県指定統計調査

の報告を拒み、又は虚偽の報告をした者  

                     

                     

        
⑵ （略） 
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